
 

 

 

平成14年企業活動基本調査速報（近畿経済産業局管内分）が発表される 

 

近畿経済産業局が公表した「平成１４年企業活動基本調査速報」によると、近畿経済産業局管内

（福井、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山の２府５県）に本社、本店を置く企業は5,012社あり、

保有する事業所数（本社事業所を含む）は55,704事業所、常時従業者数は1,815,403人、売上高は90兆

2,509億85百万円、保有する子会社は15,080社となった。 

 

 

■企業の構造 

●企業数はやや増加 

平成 14 年調査の近畿経済産業局管内（福井、

滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山の２府５

県、以下「管内」という）の企業数（従業者 50

名以上かつ資本金等が 3,000 万円以上）は 5,012

社で前回の平成 13 年調査（以下、前回調査とい

う）と比べて 100 社の増加（2.0％増）となって

いる。 

また、企業数の全国シェアは 18.4％となって

いる。 

業種別の内訳をみると鉱工業が 54.2％、卸売

業が 25.3％で、両者で全体の 4 分の 3 以上を占

めている。 

※平成 14 年調査…平成 13 年度および平成 13 年度末

の実績 

 平成 13 年調査…平成 12 年度および平成 12 年度末

の実績 

 

●事業所数は増加 

管内企業の事業所数は、本社事業所を含めて

55,704 事業所（全国シェア 18.0％）で、前回調

査と比べ 1,469 の増加（2.7％増）となった。 

また、1 企業あたりの事業所数は 11.1 事業所

で前回調査と比べ 0.1 増とわずかながら増加した。 

 

●常時従業者数は減少 

管内企業の常時従業者数は 1,815,403 人で、

前回調査に比べ 3.7％減少した。 

1 企業あたりの常時従業者は 362.2 人となり、 

 

全国平均の 388.6 人を下回った。 

また、前回調査（384.0 人）との比較では

21.7 人減少した。 

常時従業者のうち正社員は 298.7 人、パート

は 63.5 人でいずれも前回調査（正社員：312.7

人、パート：71.2 人）と比べ減少。 

 

■財務状況 

●売上高  

管内企業の売上高は 90 兆 2,509 億 85 百万円

で、前回調査に比べ 10.1％の減少となった。 

また、1 企業あたりの売上高は 18,007 百万円

となり、前回調査に比べ 11.9％の減少となった。 

全国平均は 21,307 百万円で、管内企業は全国

平均を下回っている。 

 

●営業利益 

管内企業 1 企業あたりの営業利益は 523 百万

円となり、前回調査に比べ 33.6％の減少となっ

た。 

全国平均は 569 百万円で、管内企業は全国平

均を下回っている。 

 

●経常利益 

管内企業 1 企業あたりの経常利益は 521 百万

円となり、前回調査に比べ 33.7％の減少となっ

た。 

全国平均は 548 百万円で、管内企業は全国平

均を下回っている。 



●売上高経常利益率 

 管内企業の売上高経常利益率（経常利益/売上

高×100）は 2.9％で全国平均の 2.6％を上回って

いる。 

 

■企業の生産性 

●付加価値額 

管内企業 1 企業あたりの付加価値額（＊）は

3,497 百万円となり、前回調査に比べ 11.5％の減

少となった。 

管内企業は全国平均（3,832 百万円）を下回っ

ている。 

（＊）付加価値額＝営業利益＋給与総額＋租税公

課＋減価償却費＋賃借料 

 

●付加価値率 

 管内企業の付加価値率（付加価値額/売上高×

100）は 19.4％となり、全国の 18.0％を上回っ

ている。 

●労働分配率 

 管内企業の労働分配率（給与総額/付加価値額

×100）は 59.3％となり、全国の 55.3％を上回っ

ている。 

●労働生産性 

管内企業の労働生産性（付加価値額/常時従業

者数×100）は 965 百円となり、全国の 986 百万

円を下回っている。 

■国内での事業展開 

 管内企業の保有する国内子会社・関連会社数は

10,936 社（全国 55,870 社）で、保有比率は

42.7％となり全国（40.9％）を上回った。 

 また、1 社あたりの国内子会社数は 5.1 社で全

国と同数。 

 

■海外での事業展開 

管内企業の保有する海外子会社・関連会社数

は 4,144 社（全国 18,716 社）で、保有比率は

17.9％となり全国（14.3％）を下回った。 

 また、1 社あたりの海外子会社数は 4.6 社で全

国（4.9 社）を下回っている。 

 

■全国との比較 

 管内企業の数値を見ると、ほとんどの項目で全

国を下回っている。また、全国を上回る値を示し

ている売上高経常利益率および付加価値率につい

ては、率を計算する数式の分母となる売上高が全

国と大きく乖離していることによるものである。  

したがって、数値を見る限り管内企業は全国

よりも厳しい状況にあることが窺える。 

実数(社) 前回調査比
実数(事業

所) 前回調査比 実数(人) 前回調査比 実数(百万円) 前回調査比 実数(社) 前回調査比

合計
5,012 2.0 55,704 2.7 1,815,403 ▲ 3.7 90,250,985 ▲ 10.1 15,080 ▲ 2.9

鉱工業
2,718 2.3 18,283 5.1 960,699 ▲ 0.6 41,725,795 ▲ 3.5 9,304 4.9

卸売業
1,264 ▲ 0.6 13,502 ▲ 5.1 338,291 ▲ 6.1 31,978,022 ▲ 14.7 4,260 ▲ 10.9

小売業
530 3.1 14,551 6.4 277,342 ▲ 16.6 9,539,885 ▲ 24.5 733 ▲ 30.0

飲食店
96 14.3 5,815 15.6 92,010 28.5 562,683 20.2 50 8.7

電気・ガス業
5 0.0 372 ▲ 6.8 35,280 ▲ 2.8 3,296,695 ▲ 2.0 180 4.0

クレジットカード
業・割賦金融業 9 ▲ 25.0 192 ▲ 49.3 6,252 ▲ 16.3 232,809 ▲ 17.8 20 11.1

情報サービス業
189 10.5 765 15.2 56,843 0.0 1,429,535 ▲ 8.0 325 ▲ 5.8

個人教授所
10 ▲ 23.1 569 ▲ 35.8 4,984 ▲ 41.4 73,364 ▲ 17.3 7 ▲ 50.0

サービス業(＊)
191 3.2 1,655 5.1 43,702 ▲ 5.0 1,412,197 11.0 201 ▲ 13.4

子会社数(国内＋海外)

＊：サービス業は、エンジニアリング業、冠婚葬祭業（互助会を除く）、写真現像・焼付業、ゴルフ場、遊園地・テーマパーク、機械修理業、
広告代理業、物品賃貸業（リース業）の合計

企業数 事業所数 常時従業者数 売上高

近畿経済産業局管内（福井、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山）企業の概要


